
資料４ 

 

構造改革特区提案における風力発電施設の工場立地法の適用除外化に関する要

望について 

 

１．経緯及び提案内容 

（１）提案主体：兵庫県 

（２）提案受付：平成１８年６月 

（３）提案内容： 

市街化区域以外の区域における風力発電施設の設置については、同じ

自然エネルギーを利用する水力発電所や地熱発電所と同様に、工場立地

法の適用除外とする。 

（４）政府の対応方針（平成１８年９月１５日） 

    風力発電施設設置に係る工場立地法の適用除外化については、大規模

風力発電施設の建設需要等が高まっていることに鑑み、平成１８年９月

以降開催予定の産業構造審議会地域経済産業分科会工場立地法検討小委

員会において検討する。（平成１８年度中に結論） 

 

２．現行制度の概要 

（１）工場立地法施行令第１条において、「電気供給業に属する発電所で水力又

は地熱を原動力とするもの（水力発電所、地熱発電所）」を、工場立地法上

の届出義務を課さないものとしている。 

（２）この適用除外は、水力発電所、地熱発電所の立地に起因して大気汚染等

の問題が発生することは見込まれず、主として山間部等への立地が想定さ

れるものであること等から、周辺地域の生活環境との調和を考慮する必要

性が小さいことを踏まえたものである。 

 

３．適用除外の検討（案） 

（１）風力発電施設は、山間部や海岸部の森林、丘陵地帯等、周辺に考慮すべ

き一般的な生活環境が小さいと見られる地域に立地するものが比較的多い

という特徴があるが、他方、公園、工業地帯等、都市部において立地する

ものも見られる。 

（２）提案者は、「市街化区域以外の区域」に立地する施設についての適用除外

を要望しているが、同区域であっても、考慮を要する生活環境が存在する

場合があると見られ、立地区域を特定した上で適用を除外する場合には、

水力発電施設及び地熱発電施設を適用除外としている趣旨を踏まえ、「周辺

地域の生活環境との調和を考慮する必要が小さい」ものとして特定するこ

とが適当であると考えられる。 



（３）具体的には、「森林、丘陵地、原野及び海上等、山間部又は海岸部におい

て周囲に広く自然環境が存在する区域」に立地する風力発電施設について

は、水力発電施設及び地熱発電施設と同等の扱いとすることが妥当ではな

いか。 

 

 

＜参考１：風力発電施設の立地場所に関するアンケート調査＞ 

・ 調査時点：平成１８年７月 

・ 調査対象：都道府県及び政令市（全６２自治体） 

・ 質問内容：管轄区域内に立地する風力発電施設の主な立地場所について 

（調査結果） 

１．風力発電施設が立地する都道府県・政令市：全６２自治体中３１   

２．風力発電施設が立地する主な場所（複数回答） 

  ①海岸部の丘陵地等     ： ８ （２１） 

②海上          ： １ （ ３） 

③山間部の丘陵地・牧場等 ：１９ （５０） 

④農地・農耕地      ： ２ （ ５） 

⑤工業団地等の工業地帯  ： ２ （ ５） 

⑥港湾地区        ： ２ （ ５） 

⑦緑地公園・公園     ： ４ （１０） 

      合  計      ：３８（１００） 

 

＜参考２：最近の風力発電施設の立地動向（工場立地動向調査より）＞ 

地目 都市計画区域 用途地域
平成１５年 ４件 山林　　 ２件 市街化区域 　　　１件 工業専用地域　２件

その他　２件 都市計画区域外 １件 不明 　　　　 　 ２件
都市計画無 　　　１件
不明 　　　　　　　 １件

平成１６年 ５件 宅地　　 １件 未線引区域 　　　１件 無指定 　　　　 ４件
山林　　 ２件 都市計画区域外 １件 不明 　　　　　  １件
原野　　 ２件 都市計画無 　　　３件

平成１７年 ４件 山林　　 ３件 市街化調整区域 １件 無指定 　　　 　３件
その他　１件 未線引区域 　　　１件 不明 　　　 　 　１件

都市計画無　　　　２件
３年間合計 １３件 宅地　　 １件 市街化区域　　　　１件 工業専用地域　２件

山林　　 ７件 市街化調整区域 １件 無指定 　　　　 ７件
原野　　 ２件 未線引区域 　　　２件 不明 　　　　 　 ４件
その他　３件 都市計画区域外 ２件

都市計画無 　　　６件
不明 　　　　　　　 １件

立地件数
立地場所

 
  


